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この 10年の間に, 企業にとって情報セキュリティの重要性は非常に高くなっている. 特


















る用語を使う場合や同一の研究者が information security, IT security, cybersecurityなどの
用語をほぼ同じ意味で使用していることも珍しくはない (Gordon and Loeb, 2006). また,




2情報的資源は同時多重利用 (注:Aが発明した技術を Bが使ったときに, Aがそれを使用できることを非




キュリティ侵害 (security violation; セキュリティポリシー3を破壊もしくは違反する行為ま
たはイベント)を回避する対策 (手段や方策)を意味する4. その一方で, 重要な技術やノウ
ハウの盗用や模倣などへの対策として, 不正使用の差し止めなどの法的な保護を受けられ
るようにするための企業活動のことは, 営業秘密管理と呼ばれている5. そしてそれは, コン















情報流出に関する実証研究によれば, 工程革新 (process innovation)において, その 60%
は 18か月以内に競争相手が詳細な情報を手に入れる事ができるという (Manseld, 1985).
そして模倣による企業が受ける主要な恩恵は研究開発に費やす時間の短縮であるとされる8.





3「システムもしくは組織体が, 取り扱いに注意を要し, かつ, 重要であるシステム資源を防護するために,
どのようにセキュリティサービスを提供するか」を仕様とするか, あるいは, 制限する一式のルールと実践
(Shirey, 2013).
4日本工業標準調査会 (2006)では information security の訳語とされ,「情報の機密性, 完全性及び可用性
を維持すること. さらに, 真正性, 責任追跡性, 否認防止及び信頼性のような特性を維持することを含めても
よい.」と定義される.
5この営業秘密という言葉は不正競争防止法の保護対象となるべき企業情報につけられた名前である. し



























中でもGordon and Loeb (2002)は, ITセキュリティ投資を費用{便益分析するための理論
的基礎をつくった12. Gordon and Loeb (2002)では, まず, 情報システムの脆弱性とセキュ
リティ侵害の発生確率との積を脅威の発生確率と定義する. つぎに, これと情報資産の価値
との積によってセキュリティ侵害によって棄損するかもしれない情報資産の価値を算出す




狭く本論文とは立場を異にするのであるが, それを差し引いてもGordon and Loeb (2002)





9Goodchild (2009), Noda (2009).
10Y2K(2000年問題)は ITセキュリティを経済学の視点で見直すひとつのきっかけになったと思われる.
Anderson and Moore (2006)は Y2Kをシステミック・リスク (systemic risk)であるとしている.
11Anderson and Moore (2006)はこの研究領域に対するサーベイである.
12Gordon and Loeb (2002)は, security of a computer-based information system を Information security
と名づけているが, 本論文では ITセキュリティの研究とする.
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さて, 技術情報の流出 (拡散)について経済学では技術スピルオーバーと呼び, 戦略的投資
との関係性の分析が数多く行なわれている14. なかでも複占における 2段階ゲームによる研
究開発投資の分析と技術スピルオーバーの分析は, d'Aspremont and Jacquemin (1988)が
嚆矢である.
本論文では d'Aspremont and Jacquemin (1988)のモデルに企業の情報セキュリティ投










許の内容は公知となる. ところが, その特許に抵触しないかたちで, 迂回発明が広く行なわ
れていることは事実である (Ijichi et al., 2004). さらに裁判の結果, 特許の無効を言い渡さ
れることすらある. しかも特許の効力が高くなったとしても企業はより多くの技術情報を









量をめぐる将来の競争戦略を規定する.(Fudenberg and Tirole, 1984).
14技術スピルオーバーをともなわない研究開発と産業の構造の関係についてはDasgupta and Stiglitz (1980)



















とで, その後の研究に転機を与えた d'Aspremont and Jacquemin (1988)のモデルを概観す
る. d'Aspremont and Jacquemin (1988)のモデルは簡潔であつかいやすい性質を持つため
に非常に多くの後継研究を産み出し, 被引用件数は 2000を超える16. 数多くのチェックを経
たモデルである17. 本論文でも基本モデルとして拡張を行っている. よって, 他の先行研究
よりも詳細に概観する.
つぎに, d'Aspremont and Jacquemin (1988)基本として, 技術スピルオーバーによって競
争相手が得る費用の削減分を (これ以降, 本論文ではこれを実効技術スピルオーバーとよぶ)
を企業が変化可能にするようにモデル拡張をした先行研究を概観する.
つぎに, 多段階ゲームに拡張された研究の中で, 意思決定点 (手番)で企業が決定する戦略
変数の数と手番の前後関係に着目して先行研究を概観する.
2.2節では, d'Aspremont and Jacquemin (1988)を一般化した新たなモデルを構築して再
検討する. 具体的には逆需要関数と費用関数に一般形式の関数を与えて, 技術スピルオー
バーによる戦略的効果の基本的な特徴を考察する.
第 3章では, d'Aspremont and Jacquemin (1988)のモデルに基づいて, 限界費用が非負で
あるような均衡の存在条件を再検討する18.
限界費用の非負制約の問題とは, 具体的には, 得られた均衡において限界費用が正になる
か (内点均衡), あるいは限界費用が 0になる (端点均衡)のかを検討することである.
16Google Scholar による.
17Shy (1996); 小田切 (2001), などの教科書でモデルとして引用されている.
18第 3章は河重 (2013)を加筆修正したものである.
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そこで, 3.2節では, まず, d'Aspremont and Jacquemin (1988)にしたがい基本モデルを
定式化する. つぎに, 最適反応と均衡を求める. そして, Shy (1996);pp.229{233, の分析結果
を例として, 得られたゲームの均衡において限界費用が負の値をとることを示す. もって,
限界費用の非負制約を考慮しないことで発生する問題を明らかにする.
3.3節では, まず, 戦略の組を限界費用の非負制約によって 4つの領域に分ける. つぎに,
4つの領域ごとに企業の純利潤関数を構築する.
3.4節では, 前節で定式化したモデルに基づいて数値演算による均衡の分析を行なう. ま
ず, 数値計算のアルゴリズムを示す. つぎに, 研究開発競争時のゲームの均衡を示し, 端点
均衡の存在を明らかにする. つぎに, 研究開発協力時のゲームの均衡を示し, 端点均衡の存
在を明らかにする. そして, 解析的に内点均衡が存在する外生変数の領域を明らかにする.
また, 均衡の安定性についても調べる. 最後に, 端点均衡の場合, 端点均衡が対称である場
合は, 先行研究の結果が妥当であることを示す.
3.6節では結論を述べる.
第 3章の結果は以下の 4点である. 第一に, 限界費用の非負制約を与えると, 研究開発競
争時には内点均衡があり,研究開発協力時には端点均衡のみがあるような場合が存在するこ
と. そして内点均衡があることを前提とする外生変数の範囲は, 先行研究が想定している
よりも狭くなること. 第二に, ゲームの均衡が内点均衡になる条件をモデルの 3つの外生変
数, 費用係数, 逆需要関数の切片 (demand intercept), 第 1段階での限界費用, の関係で示せ
ること. 第三に, 端点均衡がある場合も, 対称的な均衡を比較するならば, 技術スピルオー
バーが十分に大きい場合に, 研究開発協力の研究開発水準の合計は研究開発競争を上回る
か等しいこと. 第四に, 内点均衡が存在し, なおかつそれが安定的である範囲が明らかにな
ること.
第 4章は, 情報セキュリティ投資と研究開発投資とを行なう企業の戦略的投資について論
じる本論文の中心となる部分である21. そこで, d'Aspremont and Jacquemin (1988)のモデ
19Henriques (1990); Amir and Wooders (1998); Amir et al. (2008)などが代表的である.
20数少ない例外としては, Amir et al. (2011) がある. 技術スピルオーバーがない状態で, 均衡が



















第 4章では以下の結果を得た. まず第一に, 情報セキュリティ投資による利潤への影響の


























ことで, その後の研究に転機を与えた d'Aspremont and Jacquemin (1988)のモデルを概観
する. d'Aspremont and Jacquemin (1988)のモデルは本論文でも基本モデルとして拡張を














2段階ゲームによる戦略的投資の分析の先駆的な研究は, Brander and Spencer (1983)で




スピルオーバーの分析は, d'Aspremont and Jacquemin (1988)が嚆矢である. d'Aspremont
8
and Jacquemin (1988)は共同研究の分析に技術スピルオーバーと戦略的投資の分析手法を
応用した. d'Aspremont and Jacquemin (1988)は, 共同研究に関する後継研究だけではな
く, 技術スピルオーバーをともなう戦略的投資をあつかったその後の研究の理論的な展開
を支える基本モデルとなった1.
共同研究に関しては, Suzumura (1992)が, d'Aspremont and Jacquemin (1988)を複占か
ら寡占に拡張し, さらに費用関数を一般化して分析を行なった. Kamien et al. (1992) は, 共
同研究を 4つの種類に分類して利潤と経済厚生に技術スピルオーバーが与える影響を分析
した.
共同研究の研究を中心として, その後の研究では d'Aspremont and Jacquemin (1988)と
Suzumura (1992)とKamien et al. (1992)の 3つが基礎的なモデルとなり, さまざまな経済
現象を分析するためにモデルの拡張が行なわれている2.
以下では, 産業の形態にあわせてモデルの拡張を行った研究を示す. まず, Suzumura and
Yanagawa (1993)は, Suzumura (1992)のモデルを価格競争のモデルに変更して分析を行
なった. また, Steurs (1995)は, d'Aspremont and Jacquemin (1988)を 1つの産業から 2つ
の産業へと拡張して, 産業間での技術スピルオーバーを分析を行なった. これらの研究は水
平な技術スピルオーバーをあつかったものである. 一方, 垂直方向の技術スピルオーバーを
分析した研究には, Riggs and Von Hippel (1994), Lee (1996)がある.
さらに, Henriques (1990), Amir et al. (2003), Amir et al. (2008)では, 均衡の存在条件や
安定性が詳細に分析されて均衡の精緻化 (renement)が行なわれた.
一方, Kamien and Zang (2000), Gil Molto et al. (2005), Gill (2008)などでは, 情報管理
や知的財産に関する経済学 (knowledge-based economics)としての発展もみせている3.
2.1.2 d'Aspremont and Jacquemin (1988)の概観
d'Aspremont and Jacquemin (1988)は,技術スピルオーバーが存在する市場でクールノー
競争を行なう複占企業による研究開発投資競争を, 2段階ゲームとしてモデル化した. 第 1
段階で各企業は研究開発投資を行う. 研究開発投資にかかる費用は規模に対して収穫逓減
する. 研究開発投資は, 第 2段階でのそれぞれの限界費用を削減する.
上記の仮定のもとでどちらの企業も自社の純利潤 (収入 (価格 供給量)から生産に要し
た費用 (限界費用 供給量)と研究開発投資費用とを引いた残差)を最大にするように研究
開発投資を決定する. さらに第 2段階では粗利潤 (収入から生産に要した総費用を引いた残
差で純利潤とは区別される)を最大にするように供給量を決定する.
1Google scholar によれば引用件数は 2000を超える. Tirole (1988)では, 技術スピルオーバーは独立した
項目もなく, 模倣やただ乗り (free ride)という文脈で現れる程度で, そのあつかいは特許などと比べて小さい.
また, 共同研究についても同程度の扱いしかない.
2De Bondt (1997)は, これらの初期の研究に対する概観である










相手の限界費用を削減する. そして, 限界費用削減量にあわせて, 競争相手は第 2段階での
供給量を増加させる4. 競争相手の供給量の増加は自社の利潤にマイナスに働く.
この状況を d'Aspremont and Jacquemin (1988)は, 外生的に与えた技術スピルオーバー
を組み込んだ線形の関数で限界費用を表現して, 簡潔であつかい易いモデルを作り出した.
これが後に数多くの派生研究を産み出したひとつの原因である5.
では, 具体的に d'Aspremont and Jacquemin (1988)のモデルを概観する.
第 1段階において, 同質な財を供給する第 i企業 (i = 1; 2)が, 研究開発水準 xiを同時に
決定する. このとき, 研究開発投資費用を x2i =2であらわす.  > 0は費用係数である. 技
術スピルオーバーは外生的に与えられて  2 [0; 1]とし, 両企業が研究開発を行わない場合
の限界費用を cとして, 第 2段階での限界費用は
ci = c  xi   xj (2.1)
であらわす.
第 2段階において, 財の総供給量をQ, 価格を p, 逆需要関数を p = P (Q) = a   bQであ
らわす. ここで, a > c > 0とする. 企業 iの供給量を qiとして, 費用関数をCi(qi) = ciqiで
あらわす.
したがって, 第 2段階での企業 iの粗利潤は
i(q1; q2) = [a  (q1 + q2)  ci]qi;
となる.
第 2段階のクールノー均衡における供給量は qi = (a  2ci + cj)=(3b)なので, 限界費用を
代入して
qi (xi; xj) =














してプラスに働く事が知られている (Fudenberg and Tirole, 1984).
5Kamien et al. (1992)で研究開発投資が限界費用に与える影響を d'Aspremont and Jacquemin (1988)と
は異なるのモデル化をしているが, Kamien and Zang (2000)では, 「著者であることをやめて (forsaking)」
d'Aspremont and Jacquemin (1988)を拡張してモデル化をしている.
10
となる.




9b   2(2  )(1 + ) ;
が得られる.
最後に d'Aspremont and Jacquemin (1988)による共同研究のモデル化とゲームの均衡と
を示す. 共同研究の場合に各企業が最大化する純利潤は, 上で定義した各企業それぞれの純
利潤iの合計であるとして,
i+j = i +j
と定めた. 各企業はこの合計純利潤を最大にするように xiを選択する. この時対称ゲーム
の解,
x^ =
2(1 + )(a  c)























究を実施する理由は, 技術スピルオーバーを最大にするためであるとした. また, Piga and
Poyago-Theotoky (2005)は地理的な距離と解釈して, 企業が研究設備の立地を選択する問
題として定式化し, 財の差別化度合いによって企業の立地が離れることを明らかにした.




バーは内向きである. またAmir and Wooders (2000)は, 常に技術水準の高い企業からのみ
有益な情報はもたらされると考えた6.
このように向きを考えた解釈では, d'Aspremont and Jacquemin (1988)は, xj が企業 i
にとっては内向きで企業 jにとっては外向きである. そして反対に, xiが企業 iにとって
は外向きで企業 jにとっては内向きである.
先行研究が向きに注目する理由として, 企業は自社が情報の送り手であることを好まず,
受け手であることだけを好むという特性がある. 式 (2.2)をみると xiが増加すると qi を減
少させ, 反対に 2xjの増加が qi を増加することからも, そういった特性は見受けられる.
しかしながら, 好むと好まざるとにかかわらず, 純粋な受け手になろうとしても送り手に























qASi (xi; xj) =
(a  c) + (2  i)xi   (1  2j)xj
3b
;
となる. たとえば, j = 0としたならば企業 jの研究開発から得られる費用の削減分は 0と
なるので, 企業 iには内向きの技術スピルオーバーは無いという説明と同じになる.
2.1.4 情報セキュリティ投資と研究開発投資の前後関係








る. 一方で, プレイヤーが複数の事象を操作可能な場合に, それらをひとつの手番で決定す
るのは順次決定するのと比べて最大化問題の条件設定と解の導出が煩雑になる.
Gil Molto et al. (2005)は情報の共有水準と研究開発投資とを決定する複占の場合に, 情
報の共有水準を研究開発に先立って決定すると, フリー・ライダー問題を引き起こすとし













り行なわれていないものと考える. 具体的には, 同時に複数の意思決定を行う場合, 最大化
7Poyago-Theotoky (1999), Lambertini et al. (2004), Atallah (2005) は研究開発を決定した後に情報の共




めの条件である目的関数が凹という条件が, 順次 1つの意思決定を行なう場合 (目的関数は
1変数関数)と比べて煩雑になる. さらに均衡を求めるための連立方程式は複雑になり解を
求めること自体も煩雑になる. その一方で, 順次 1つの意思決定を行う場合は比較的煩雑で





本論文では両企業がともに, 研究開発と情報セキュリティとの 2つの投資を第 1段階で同
時に決定して, その結果を各企業が観察したのちに, 市場でクールノー競争を行なう 2段階
モデルとした. この理由は, まず, 実際には研究開発投資と情報セキュリティ投資とが一度
に決定されると考えたとしても, 現実から大きく乖離することは無いであろうと考えるこ
と. つぎに, 意思決定の前後関係は本論文が明らかにしたい現実の一面ではないこと. そし
て, 分析をする際に基準としている d'Aspremont and Jacquemin (1988)と研究開発に関し
ては同じために比較が容易であることである.
2.2 d'Aspremont and Jacquemin (1988)の再検討
d'Aspremont and Jacquemin (1988)では, 均衡を直接求める過程で戦略的効果が隠され
てしまっているために, 研究開発投資による粗利潤に対する戦略的効果が直観的ではない.
そこで本節では, 第 i企業 (i = 1; 2)による供給量を qi, 逆需要関数を P (qi; qj), 費用関数
をCi(qi)として与えて, モデルを一般化して再構築して, 戦略的効果と直接効果とに分解し
て検討する. また, 技術スピルオーバーの大きさが戦略的効果に与える影響を検討する.
モデルを構築する. クールノー競争をする企業 1と企業 2とによる 2段階ゲームとする.
ゲームの第 1段階で, 市場に同質な財を供給する企業 i(= 1; 2)は, 純利潤を最大にするよ
うに研究開発水準 xiを同時に決定する. 研究開発水準 xiを実現するために研究開発投資
R(xi)を要し, R(xi)は凸の増加関数 (R0 > 0かつR00 > 0)とする8.
ゲームの第 2段階で企業 iは競争相手の研究開発水準を観察した後にクールノー市場で,
粗利潤を最大にするように供給量 qi( 0)を同時に決定する. 第 2段階における企業 iの費
用をCi(qi)とし, qiについて増加するものとする.
逆需要関数を P (qi; qj)とすると, 企業 iの粗利潤は
i(qi; qj) = P (qi; qj)qi   Ci(qi);
8研究開発水準とは, より高度な技術水準を用いることでより多くの費用削減額を得ると解釈すると, 研究
開発は技術の高さに対して収穫逓減と考えることができる. あるいは単純に, 研究開発水準を研究の規模と考




一方, 第 2段階における企業 iの費用は, 自社の研究開発水準と競争相手からの技術スピ
ルオーバーによって減少するものとする. よって, Ci(qi)を C^i(qi; xi; xj), j(= 1; 2) 6= iと書
き換える. C^i(qi; xi; xj)は, qiについて増加し, また xi, xjについて減少するものとする.
よって, 純利潤
i(qi; qj; xi; xj) = P (qi; qj)qi   C^i(qi; xi; xj) R(xi);
が得られる. 企業 iの目的はiを最大にするように xiを決定することである.
以下では, xiがiに与える影響を直接効果と戦略的効果とに分解する. 第 2段階でクー












i   C^i(qi ; xi; xj) R(xi);



















































と書ける. さらに第 2段階での最適化によって @i=@qi = (@P=@qi)qi + P   @Ci=@qi = 0な













この式は, 右辺の第 1項が研究開発の直接効果を, 第 2項が戦略的効果を, 第 3項が限界
投資費用を表している. さらにくわしく解釈すると, まず, 第 1項は研究開発の効果で費用
が減少して純利潤が増加する様子を表している. @C^i=@xi < 0なので, xiが増加すると第 1
項は ^i(xi; xj)を増加させる.
一方, 第 2項は企業 iの研究開発水準 xiの効果が企業 jの第 2段階での行動 qj に影響を
与えて, その qj の変化が企業 iの粗利潤に影響を与える様子をあらわしている. 同質的な
クールノー市場では競争相手の供給量の変化に対して @i=@qj < 0となるので, 第 2項の前




まず,技術スピルオーバーが無いときは, xiの増加は企業 iの費用を削減する. そしてクー
ルノー競争における企業 iの最適反応曲線は右上へ移動する. その結果, 企業 jの供給量 qj
はそれまでよりも減少する.
しかしながら, 技術スピルオーバーが有るときは, xiの増加は企業 jの費用も削減する.
そして企業 jの最適反応曲線は右上へ移動する. その結果, 企業 jの供給量 qjはそれまでよ
りも増加する.
つまり, xiの変化による qj の減少分と増加分との和によって qj が増加するか減少するか
が決まる. @q^j=@xiの符号が変わる点がその境界あらわす. そしてこれは技術スピルオー
バーの大きさによって変化する.
そこで, 技術スピルオーバーの程度を  2 [0; 1]であらわして, をスピルオーバー係数
と呼ぶ. スピルオーバー係数は,  = 0のとき技術スピルオーバーが発生しないことをあ
らわし,  > 0のときは技術スピルオーバーが存在することをあらわすとする. ここで,
@qi =@xi = 0となるとき, つまり上で述べた境界にあるときの技術スピルオーバーを  = 
とする. このとき,  < では @q^j=@xi < 0となり, その反対に  > では @q^j=@xi > 0と
予測できる. つまりスピルオーバー係数 がある値よりも大きくなると, 戦略的効果は粗利
潤にマイナスの影響を与えると考える事ができる.
では, d'Aspremont and Jacquemin (1988)では, の影響を確認する. まず, 戦略的効果の







を導く事ができる. よって, d'Aspremont and Jacquemin (1988)のモデル設定では  = 1=2
で @q^j=@xiの符号が反転する. つまり,  < 1=2ならば, @q^j=@xi < 0となり研究開発水準 xi




和である. そして, 技術スピルオーバーが存在しないとき ( = 0)には, 直接効果によって自
社の限界費用が減少して供給量が増加するために粗利潤は増加する. このときクールノー
競争での供給量は戦略的代替の関係にあるために競争相手の供給量は減少して, 自社の粗
利潤を増加させる. 一方, 技術スピルオーバーが存在するとき ( > 0)には, 自社の研究開
発水準 xiが技術スピルオーバーを介して競争相手の限界費用を削減して, 競争相手の供給









いては, 技術的な話題なので本章ではとくには触れなかった. これに関しては第 3章で詳細
にあつかう.




を行なう 2段階ゲームである. また, ゲームの均衡として部分ゲーム完全均衡を用いる.
10Shy (1996)は, 序章で問題解決のための一般的な方法論などないとしたうえで, 「それだから, 新しい問
題に立ち向かうときにはいつでも, 私たちは大概, 特別なその場限りのモデル (ad hoc model)を構築する. け


















そこで, 本節では限界費用の非負制約について d'Aspremont and Jacquemin (1988)を再
検討する. 具体的には, 得られた均衡について限界費用が正になる均衡 (以下,内点均衡)と
限界費用の非負制約が有効となり限界費用が 0になる均衡 (以下，端点均衡)が存在するか
どうかを検討する. つぎに, 内点均衡の存在は, 先行研究の分析手法が妥当であるための十




d'Aspremont and Jacquemin (1988)の後継研究には限界費用の非負制約を仮定した研究
もある1. また, d'Aspremont and Jacquemin (1988)の均衡の精緻化について, 均衡の安定
性を中心に複数の研究が行われている. しかし, 限界費用の非負制約について議論している
研究は見かけない. 数少ない例外としてAmir et al. (2011)は, 技術スピルオーバーがない
1Suzumura (1992); Kamien et al. (1992); Steurs (1995) などは制約を明記している. 一方, Poyago-







また, d'Aspremont and Jacquemin (1988)のモデルの均衡について, 先行研究に基づいて
安定性の確認も行う. 均衡の安定性は得られた均衡の妥当性を保証するもので, Henriques
(1990)は, d'Aspremont and Jacquemin (1988)のモデルでは均衡が不安定になる場合があ
るということを指摘した. Amir and Wooders (1998)は, 内点均衡が不安定なときは端点均






2. ゲームの均衡が内点均衡になる条件をモデルの 3つの外生変数, 費用係数, 逆需要関
数の切片 (demand intercept), 第 1段階での限界費用, の関係で示すことができる.
3. 端点均衡がある場合も,対称的な均衡を比較するならば,技術スピルオーバーが十分に
大きい場合に, 研究開発協力の研究開発水準の合計は研究開発競争を上回るか等しい.
4. 数値例によって, 内点均衡が存在し, なおかつそれが安定的である範囲を示すことが
できる.
本章の構成は以下のとおりである. 3.2節では, 3.2.1項で, d'Aspremont and Jacquemin
(1988)にしたがい基本モデルを定式化する. 3.2.2項では, 最適反応と均衡を示す. 3.2.3項
では, Shy (1996);pp.229{233, の分析結果を例として, 得られたゲームの均衡において限界
費用が負の値をとることをしめすことで, 限界費用の非負制約を考慮しないことで発生す
る問題を明らかにする. 3.3節では, 3.3.1項で, 限界費用の非負制約によって戦略の組を 4
つの領域に分ける. 3.3.2項では, 前項の領域ごとに企業の純利潤関数を構築する. 3.4節で
は, 前項で定式化したモデルに基づいて数値演算による均衡の分析を行なう. 3.4.1項では
数値計算のアルゴリズムを示す. 3.4.2項で研究開発競争時のゲームの均衡を, 3.4.3項では
研究開発協力時のゲームの均衡を示し, 端点均衡の存在を明らかにする. 3.5節では, 均衡
の存在条件を明らかにする. まず, 解析的に内点均衡が存在する外生変数の領域を明らかに




本節では, 前章で概観した d'Aspremont and Jacquemin (1988)のモデルにおいて, 限界
費用の非負制約を考えない場合に発生する問題を明らかにする.
3.2.1 基本モデルの設定
本項では d'Aspremont and Jacquemin (1988)のモデルに基づいた基本モデルを構築する.
d'Aspremont and Jacquemin (1988)のモデルは, 第 1段階で研究開発を行い, 第 2段階で
クールノー市場で競争をする対称な企業の複占による 2段階ゲームである.
第 1段階において, 第 i企業 (i = 1; 2)に決定される研究開発水準を xi, 研究開発投資費用
を x2i =2であらわす.  > 0は費用係数である. 各企業は研究開発水準をそれぞれ同時に決
定する. 技術スピルオーバーを  2 [0; 1], 両企業が研究開発を行わない場合の限界費用を
c, 第 2段階での限界費用を
ci = c  xi   xj (3.1)
であらわす.
第 2段階において, 財の総供給量をQ, 価格を p, 逆需要関数を p = P (Q) = a Qであら
わす2. ここで, a > c > 0とする. 各企業による供給量を qi, 費用関数を Ci(qi) = ciqiであ
らわす.
したがって, 第 2段階での企業 iの粗利潤は
i(q1; q2) = [a  (q1 + q2)  ci]qi;
となる.
第 2段階のクールノー均衡における供給量 (qi ; qj )は次式で与えられる.
qi =
a  2ci + cj
3
; qj =
a  2cj + ci
3
:









研究開発競争時に企業 iは, i(xi; xj)が最大になるように xiを決定するものとする.




















2(2  )[a  c  (1  2)xj]










2(1 + )(a  c)  4(2  )(1  2)xj





2(1 + )(a  c)
9   2(1 + )2 ; (3.5)
である.
3.2.3 Shyの数値例
本項では, Shy (1996)の数値例を用いて, 得られたゲームの均衡において限界費用が負の
値をとることを示す. ただし, Shy (1996)は限界費用に非負制約を与えていないことに注意
せよ.
3best response correspondence に最適反応対応という訳語をあてる. 岡田 (1996)は best response に最
適応答という訳語をあてているが, 武藤 (2001); 渡辺 (2008); 奥野 (2008)などでは, best response に最適反
応という訳語をあてている. よって, 本論文では best response の訳語は最適反応とする.
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Shy (1996)は,  = 1,  2 ((3  p7)=2; 1), a=100, c = 50として分析をした4. したがっ











4:5  (1 + )2 (3.7)
となる.
たとえば,  = 3=4のときに研究開発協力時のゲームの均衡における研究開発水準は,
xCi j=3=4 = xCj j=3=4 =
50(3=4 + 1)




















3.3.1 限界費用の非負制約, 内点均衡, 端点均衡
限界費用 ciを以下のように拡張する.
ci = maxf0; c  xi   xjg; i = 1; 2, j 6= i, (3.8)
これ以降, 均衡における研究開発水準について ci > 0となるとき, 均衡を内点均衡とよぶ.
一方, ci  0となるとき, 均衡を端点均衡とよぶ.
非負の戦略の組 (xi; xj  0)は, 限界費用の非負制約によって以下の (1)から (4)のどれ
かの領域に属する. (1)c   xi   xj > 0 かつ c   xj   xi > 0, (2)c   xi   xj > 0 かつ
4 に対する制約条件の最小値 (3 p7)=2は, ゲームの均衡の安定性を確保するために設定されたもので
ある. Henriques (1990)を参照のこと.
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c   xj   xi  0, (3)c   xi   xj  0 かつ c   xj   xi > 0, (4)c   xi   xj  0 かつ
c  xj   xi  0.
図 3.1は, 上記の限界費用の非負制約の境界線をグラフに表したものである. ここでは
c = 50である. 領域 (1)はOAEBの内側 (網掛け部分)と点Aを除くOAと点Bを除くOB
とし, 領域 (2)はAEDの内側と点 E除いたAEとし, 領域 (3)はBECの内側と点 Eを除い
た ECとし, 領域 (4)はDECとそれよりも右上の領域である.
限界費用の非負制約を満足する戦略の組の属する領域は, 領域 (1)とAEB上の点である.
この戦略の組みの中で, 領域 (1)に属するゲームの均衡が内点均衡で, 限界費用の非負制約
が有効なときに境界線AEB上に属するゲームの均衡が端点均衡である.
領域 (1)の大きさは, が小さいほうが大きくなる. 図 3.1では, パネル (a)が  = 0:6で
パネル (b)が  = 0:4である. これは,  > とすると, c   xi   xj < c   xi   xj かつ
c  xj   xi < c  xj   xiよりわかる.
図 3.1: 限界費用の非負制約. c = 50. (a)  = 0:6 (b)  = 0:4. 領域 (1)とそれを囲む境界
線が, 限界費用の非負制約を満足する戦略の組の存在領域.
3.3.2 純利潤関数
本項では,前項で定義した制約条件ごとに, iとi+jをそれぞれ定義する. i, i+j







[a  2(c  xi   xj) + (c  xj   xi)]2   
2
x2i
if c  xi   xj > 0 and c  xj   xi > 0;
1
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[a  2(c  xi   xj)]2   
2
x2i
if c  xi   xj > 0 and c  xj   xi  0;
1
9
[a+ (c  xj   xi)]2   
2
x2i





x2i if c  xi   xj  0 and c  xj   xi  0:
(3.9)
となる. 一方, 純利潤の合計は





[a  2(c  xi   xj) + (c  xj   xi)]2+
1
9






x2j if c  xi   xj > 0 and c  xj   xi > 0;
1
9
[a  2(c  xi   xj)]2 + 1
9






if c  xi   xj > 0 and c  xj   xi  0;
1
9
[a+ (c  xj   xi)]2 + 1
9















if c  xi   xj  0 and c  xj   xi  0:
となる.
なお, 本章ではクールノー均衡は対称な内点均衡を仮定する. 一般に線形逆需要関数に直
面する 2つの企業によるクールノー競争では, ci = cjとなるとき, ナッシュ均衡は対称な内
点均衡になる. しかしながら, 限界費用の非負制約を与えるならば, 研究開発協力時と研究




本節では, 数値計算によって最適反応対応をもとめる. まず, 数値計算で用いたアルゴリ
ズムを説明する. つぎに, 得られた結果を用いて限界費用の非負制約を与える場合と与えな
い場合で, 均衡がどのように変化するかを示す. 最後に, その変化が先行研究の結論に与え
る影響を考察する.
具体的には, 限界費用の非負制約を与えると Shy (1996)による命題,  > 1=2ならば
xC > xNCである, に反する例があることを示す. よって  = 0:6とし, 数値計算に用いるそ
の他の外生変数の値は Shy (1996)にしたがい  = 1; a = 100; c = 50として数値計算で均衡
を得る.
解析的にゲームの均衡を求めることも可能であるが, 式 (3.9)および式 (3.10)で得られた





まず, 企業 jの投資量 x^jに対して xiを 0から 0:1ずつ増加させて xiの上限まで変化させ
て, 領域 (1)から (3)に対応するi(xi; x^j)を順次計算する. 計算した xiのうちでi(xi; x^j)
が最大となるxiを x^jに対する企業 iの最適反応対応とする. x^jを 0から 0:1ステップで順次
増加させながらこの手順を繰り返して, 純利潤が最大になる戦略の組 (xi; x^j)を探していく.
このとき, アルゴリズムを有限なステップで終了させるために, xiの上限を定めなければ
ならない. そこで, 研究開発競争時は式 (3.9)の第 4式の制約条件を用い, 研究開発協力時は
式 (3.10)の第 4式の制約条件を用いて xiの上限とする. 式 (3.9)と (3.10)との第 4式の制約
条件は, 領域 (4)とそれを囲む限界費用ゼロを表す 2本の直線上に対応する.
企業 jが戦略 x^j 2 [0;1)を選んだとき, 領域 (4)の条件を満たす戦略の組のうちで, 企業
iの純利潤を最大化する企業 iの研究開発競争時の戦略は
xNC4i (x^j) = max





となる. したがって, 全ての x^j に対して式 (3.11)よりも大きな値を戦略として選択するこ
とはない. よって, [0; xNC4i ]に x^jに対する最適反応対応が存在する.
同様に, 研究開発協力時の領域 (4)における企業 iの x^jに対する最適な戦略は, 全ての x^j




図 3.2は,  = 0:6として研究開発競争時の最適反応対応をグラフで表したものである. 図
のパネル (a)は, 限界費用の非負制約を与える場合の最適反応曲線である. 式 (3.2)を用い
て描画した. 一方, 図のパネル (b)は, 限界費用の非負制約を与える場合の最適反応曲線で
ある. 3.4.1項で示したアルゴリズムによって描画した.
ゲームの均衡は制約ありも制約なしも点 Eで, 限界費用の非負制約による 2本の境界線
の交点とも一致する. したがって, 両方ともにゲームの均衡は限界費用の非負制約を満たし
ている. ただし, 端点均衡である.
また, Shy (1996)の数値例は ci  xi   xj = 0なので, 内点均衡として得られたゲームの
均衡と, 限界費用の非負制約の結果として得られた端点均衡とが一致している.
図 3.2: 研究開発競争の場合. a = 100; c = 50;  = 1;  = 0:6. (a) 制約なし (b) 制約あり.
3.4.3 研究開発協力の場合
図 3.3は,  = 0:6として研究開発協力の場合の最適反応対応をグラフで表したもので
ある.
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図のパネル (a)は, 限界費用の非負制約を与えない場合の最適反応曲線である. 式 (3.4)
を用いて描画した. 一方, 図のパネル (b)は, 限界費用の非負制約を与える場合の最適反応
曲線である. こちらは 3.4.1項で示したアルゴリズムによって描画した.
図のパネル (a)は得られた均衡 (点 E)が領域 (4)にある. つまり制約なしのとき, 均衡に
おいて限界費用が負の値をとる.
一方, 図のパネル (b)は得られた均衡が 2本の最適反応曲線が重なり合う部分になる. つ
まり制約ありのとき, 均衡は端点均衡になる. さらに, 均衡は点 Eになるとは限らない.
端点均衡の値はパネル (a)の均衡の値よりも小さい.
図 3.3: 研究開発協力. a = 100; c = 50;  = 1;  = 0:6. (a) 制約なし (b) 制約あり
3.4.4 Shy (1996)の結論を考察
まず, 図 3.2パネル (a)と図 3.3のパネル (a)についてそれぞれの均衡 (点 E)を比較する
と, 企業の研究開発水準は図 3.3のパネル (a)の方が大きい. つまり, 限界費用の非負制約を
与えないときには, 企業の研究開発水準は研究開発協力の方が研究開発競争よりも大きい.
しかしながら, 図 3.2パネル (b)と図 3.3パネル (b)についてそれぞれの均衡を比較する
と, 図 3.3のパネル (b)の方が大きくはならない. つまり, 限界費用の非負制約を与えると
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きには, 企業の研究開発水準は研究開発協力の方が研究開発競争よりも大きくはならない.
















(2  )(1 + ); (3.12)
を得る.
仮定より a > 0,  > 0,  2 [0; 1]なので, 不等式 (3.12)の右辺
2a
9
(2  )(1 + )
は,  = 1=2で最大値 a=(2)をとる. よって, 以下の命題を得る.







Shy (1996)の数値例を確認する. a = 100; c = 50;  = 1なので, cと a=(2)とが 50で等
しくなり, 条件 c > (1=2)aを満たしていない.
しかしながら, 式 (3.12)の右辺が最大値となる  = 1=2のときに, 研究開発競争時のゲー








となり, 対称な端点均衡 (図 3.2点 E)
c
1 + 
に  = 1=2を代入した結果と同一の値になる.
したがって, Shy (1996)による研究開発競争時のゲームの均衡は, 端点均衡について分析
していることになる.
同様に研究開発協力時のゲームの均衡が内点均衡になるための条件を求める. 式 (3.5)を




(1 + )2; (3.13)
を得る.




は,  = 1で最大値 (8a)=(9)をとるので, 以下の命題を得る.







命題 1, 2は, 両企業が研究開発を行わない場合の限界費用が逆需要関数の切片に対して
十分に高いか, あるいは, 費用係数 が十分に大きければゲームの均衡が内点均衡になるた
めの条件は, 成立しやすくなるということを示している.
さらに, 命題 1, 2の条件を比べると, 以下の系を得る.
系 1. 第 1段階の限界費用と, 逆需要関数の切片と費用係数の比が, 式 (3.14)を満たしてい
るならば, 研究開発競争時のゲームの均衡と研究開発協力時のゲームの均衡について, 全て
のスピルオーバー係数に対して内点均衡がゲームの均衡となる.
したがって, c > (8a)=(9)であるときには, 内点均衡による研究開発競争時のゲームの
均衡と研究開発協力時のゲームの均衡とを比較することに意味があるといえる.
以下では  = 1の場合について, 研究開発競争時のゲームの均衡と研究開発協力時のゲー
ムの均衡が内点均衡になるための cと aと の関係を図 3.4を用いて考察する.
図 3.4は, c=aと によって内点均衡の存在領域をグラフで表したものである. 点ABCDE
で囲まれる領域 (2)が, 研究開発協力時のゲームの均衡と研究開発競争時のゲームの均衡の
両方が内点均衡となるための条件を満たす c=aである. さらに, 全ての に対応して内点均
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衡が存在するための条件を満たす領域は, 図内の点CDEIで囲まれた領域になる. このとき
点 Cは 8=9となる. また, 均衡が図 3.4の点 Bであるときに, c=a = 1=2のままで 増加す
ると, 外生変数の組み合わせは点Bから右方向へ移動して点BJCで囲まれた領域 (3)に入
る. つまり, 外生変数が示す均衡は研究開発競争が内点均衡で, 研究開発協力が端点均衡に
なる. 証明は付録を参照の事.
さらに安定性条件を考察する. 図 3.4では, 垂直な 2本の補助線が, 内点均衡の安定性条
件を満たす最小の を表す. それぞれグラフの左から順に  = (3 p7)=2が研究開発競争
の場合,  = (2 p2)=2が研究開発協力の場合の安定性条件を示す境界線である. したがっ
て, Shy (1996)は研究開発協力時の均衡の安定性は考慮していないことがわかる. 安定性条
件の計算は付録参照のこと.
したがって, 内点均衡の安定性条件を加えると, 図内の点 CDGFで囲まれた領域 (5)が,
研究開発競争でも研究開発協力でも安定的な内点均衡が存在する領域である.
つぎに, が変化が領域 (5)に与える影響を考察する. 図 3.5は, Poyago-Theotoky (1999)
の数値例5 にしたがって  = 12=9にした場合を表している6 . の値が大きくなったとき,
領域 (5)の面積が広くなっていることがわかる.
以上より, 以下の命題を得る.
命題 3. 投資費用係数が大きくなるにつれて, ゲームの均衡が内点均衡となるために必要な
逆需要関数の切片に対する両企業が研究開発を行わない場合の限界費用の比率の最小値は
小さくなる.







である. したがって, 研究開発協力時にゲームの均衡が対称な端点均衡である場合と, 研究
開発競争時にゲームの均衡が対称な内点均衡である場合について, 研究開発水準の合計を
比較すると, 2c=(1 + ) > xi + xj となる. 証明は付録参照のこと.
以上より, 以下の命題を得る.
命題 4.  > 1=2のとき, 端点均衡として対称均衡を考えるならば, 研究開発水準の合計は,
研究開発協力の場合に研究開発競争の場合と等しいか高くなる.
5Poyago-Theotoky (1999)は, 利潤関数に対する 2階の条件より費用係数を 12=9より大きな値とするよう
に示唆しているが, 両企業が研究開発を行わない場合の限界費用と逆需要関数の切片に対する制約には言及し
ていない. しかし, 研究開発協力と研究開発競争の比較分析を行うならば, これでは不十分である. いま費用係
数を 13=9とすると, 両企業が研究開発を行わない場合の限界費用は逆需要関数の切片の 8=13以上でなけれ
ば, 内点均衡によるゲームの均衡をゲームの解として用いることは不適切である. つまり, Poyago-Theotoky
(1999)の場合, 費用係数は 12=9より大きいという制約のもとで, 研究開発協力時のゲームの均衡と研究開発
競争時のゲームの均衡の両方を内点均衡として比較を行うならば, 少なくとも両企業が研究開発を行わない
場合の限界費用は逆需要関数の切片の 2=3より大きい, という制約を与える必要がある.





以下の 4種類になる. (1) 両方とも内点均衡, (2) 前者が端点均衡で後者が内点均衡, (3) 両
者とも端点均衡, (4) 前者が内点均衡で後者が端点均衡, である. (2)と (3)の場合に関して,
端点均衡が対称であるならば, 両企業の研究開発水準の合計は, 研究開発協力時に研究開発
競争時を上回る7.
図 3.4:  = 1における, 内点均衡が存在する と c=aの領域.
7(4)の状態は存在しない. なぜならば, ゲームの均衡が内点均衡の場合に均衡は対称であり, 先行研究の結
果より  > 1=2の場合, 内点均衡を比較したときに研究開発協力時  研究開発競争時となるので, 研究開発
協力時のゲームの均衡のみが端点均衡になることはない.
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図 3.5:  = 12=9における, 内点均衡が存在する と c=aの領域.
3.6 おわりに
本章は,企業の共同研究に関する代表的な研究であるd'Aspremont and Jacquemin (1988)
のモデルに限界費用の非負制約を適用して, 再検討をした. 主な結果は, 費用係数と逆需要
関数の切片に対する両企業が研究開発を行わない場合の限界費用の比率に依存して, ゲー
ムの均衡が端点均衡になることを示した. また, 費用係数が十分に大きい場合, または, 両
企業が研究開発を行わない場合の限界費用が逆需要関数の切片に対して十分に大きい場合
を除いて, d'Aspremont and Jacquemin (1988)の分析は, 限界費用の非負制約を与えないた
めに, 端点均衡を想定していない点で不適切であることを示した. ただし, 端点均衡が対称
である場合には, 本章と先行研究の結果とは一致することを明らかにした.
本章では数値演算を用いて, ゲームの均衡が対称な端点均衡になる場合について分析を




















かにすること. 第五は前出の 4つとは異なり先行研究にしたがい, 情報セキュリティ投資を
行うときと, 行なわないことを各企業がコミットしたときとを比較して, 情報セキュリティ
投資が企業の研究開発投資量に与える影響を明らかにすることである.
本章では, 与える関数の水準が異なる 2種類のモデルを構築する. 第一のタイプは, 逆
需要関数と限界費用関数に一般形式の関数を与えたモデルである. 一方, 第二のタイプは,
d'Aspremont and Jacquemin (1988)に情報セキュリティの効果を加えたKawashige (2011)
のモデルによる線形の限界費用関数を与えたモデルである.
以下では, まず, 第一のタイプを用いて, 情報セキュリティ投資が企業の利潤に与える効
果を戦略的効果と直接効果とに分解する. もって, 情報セキュリティ投資が企業の戦略と利
潤に与える影響の基本的な特徴を検討する. 第二のタイプを用いて, 最適な情報セキュリ
ティ水準と均衡の分析を行なう. また, 得られた最適な情報セキュリティ水準からは, 競争





本章と関連性がある先行研究には, Milliou (2009)がある. Milliou (2009)は, d'Aspremont
and Jacquemin (1988)を拡張したモデルによって, 研究開発投資の保護と研究開発投資と
の意思決定に関して議論をした.
Milliou (2009)のモデルでは, 企業は, 第 1段階で情報セキュリティ水準 (Milliou (2009)
では情報の保護水準と呼ぶ)を決定し, 第 2段階で研究開発水準の決定をし, 第 3段階で市





に決定する 2段階モデルである. また, 情報セキュリティ水準が係数にではなく,研究開発水






本章で得られた結果は以下の 5点である. 第一に, 情報セキュリティ投資による利潤への




























同質財を生産する 2つの企業が 2段階ゲームをプレイする. 各企業は自己の利潤の最大
化を図るものとする.
第 1段階で企業 i(= 1; 2)は, 研究開発水準 xi( 0)と情報セキュリティ水準 yi(2 [0; xi])
をそれぞれ同時に決定する. xiと yiは第 2段階での費用に影響を与える. xiを実現するた
めに, 研究開発投資費用R(xi)を要し, R(xi)は凸の増加関数 (R0  0かつR00 > 0)とする.
一方, yiを実現するために, 情報セキュリティ投資費用 S(xi)を要し, R(xi)は凸の増加関
数 (S 0  0かつ S 00 > 0)とする. また, 全ての xiに対して, R(xi)  0, 全ての yiに対して,
S(yi)  0を満たすとする. また, R(0) = 0, S(0) = 0とする.
第 2段階で企業 iは, 財の供給量 qi(> 0)をそれぞれ同時に決定する. 費用関数Ci : R4+ !
R+をCi(qi; xi; xj; yj)で定義する. qiの増加に対して費用は増加するものとする. また,研究
開発水準 xi, xjの増加に対して費用は減少するものとする. ここで, xjの増加による自社の
費用の減少が, 技術スピルオーバーによって得られる自社の費用が削減分である. 一方, 競
争相手による情報セキュリティ水準 yjの増加に対して, 自社の費用は増加するものとする.
第 2段階において, 市場逆需要関数 P : R2+ ! R+, 供給量を qi, qj とするとき, 財の価
格は P (qi; qj)で定まり, @P=@qi < 0, @P=@qj < 0であるとする. このとき企業 iの収入は


































i(qi; qj; xi; xj; yi; yj) = i(qi; qj; xi; xj; yj) R(xi)  S(yi)
で定まる.
4.2.2 情報セキュリティによる戦略的効果
本節では研究開発水準 yiの変化が純利潤i(qi; qj; xi; xj; yi; yj)に与える効果を, 戦略的効
果と直接効果とに分解する.
第 1段階で xi; xj; yi; yj が決まったもとで, 第 2段階のクールノー均衡を qi (xi; xj; yi; yj),
qj (xi; xj; yi; yj)とする. ただし, クールノー均衡は内点解とする.


















となる. 第 2段階での qiによる iの最適化から @i=@qi = 0である. よって, この式の右辺


























  S 0(yi): (4.2)
を得る.




を増加させるための条件を示す. クールノー均衡における粗利潤 (qi ; qj ; xi; xj; yj)は yiに
対して凹関数とする. 情報セキュリティ投資費用 S(yi)が凸増加関数なので xi; xj; yj を所
与としたとき, i(qi ; qj ; xi; xj; yi; yj)は yiに対して凹関数となる. さらに, yi 2 [0; xi]であ
ることから, 式 (4.2)より以下の命題を得る.
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  S 0(yi) > 0
ならば, この xi; xj; yjに対して, yi > 0でi(qi ; qj ; xi; xj; yi; yj)は最大値をとる.
つまり情報セキュリティ水準 yi = 0において, yiを高めることによる戦略的効果が限界
投資費用を上まわるとき, yiが 0よりも大きい値でi(qi ; qj ; xi; xj; yi; yj)は最大になる. こ
の条件が成り立つとき, 情報セキュリティに対する投資をするならば, 企業は純利潤を高め
る事ができる. これは情報セキュリティ投資が単なる支出ではないことを意味する.
また仮定よりS 0(yi)  0である. よって命題 5が成立するためには,少なくとも戦略的効果





(qi (xi; xj; 0; yj); q

j (xi; xj; 0; yj))
@qj
@yi
(xi; xj; 0; yj)q





減少させる負の効果は明らかである. 一方, 投資の増加が利潤を増加させる正の効果は, 上
で示した 2つの条件が成り立つときに限って現れる. つまり, まず情報セキュリティ水準を
自社が高めたとき, 競争相手の供給量に負の効果を与えること. もうひとつは, 情報セキュ
リティ水準が 0のときに, その水準を高めることによる正の戦略的効果が限界投資費用より











本項では, d'Aspremont and Jacquemin (1988)の限界費用関数を拡張して線形の限界費
用関数を定式化する.
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両企業が研究開発を行わない場合の限界費用を c(> 0)として, 第 2段階での限界費用関
数は,
ci(xi; xj; yj) = maxf0; c  xi   (xj   yj)g; i = 1; 2, j 6= i
で定まるとする. ここでスピルオーバー係数  2 [0; 1]は外生的に与えられる. また, 競争
相手の情報セキュリティ水準 yj 2 [0; xj]とする. このとき, yjが限界費用に与える効果は,
xi, xjと同程度の投資水準として扱える.
ci(xi; xj; yj)と供給量 qiより, 費用は
Ci(qi; xi; xj; yj) = ci(xi; xj; yj)qi
により定まるとする. 財の価格 P ( 0)は, 逆需要関数
P (qi; qj) = a  qi   qj
により定まるとする. ここで a  c > 0とする. したがって企業 iの粗利潤は,









により定まるとする. ここで (> 0), (> 0)は費用係数である.
先行研究と同様に内点解が存在すると考えると, クールノー均衡における供給量は
qi (xi; xj; yi; yj) =
1
3
(a  2ci(xi; xj; yj) + cj(xi; xj; yi))
となる1. よって企業 iの純利潤は,
i(xi; xj; yi; yj) =
1
9














9  2(2  )2 .
これは研究開発投資の費用係数 がある程度大きいことを分析の範囲とすることを意味
する. このときi(xi; xj; yi; yj)は (xi; yi)に対して凹関数となる. この証明は付録C.1参照
の事.
1これ以降クールノー均衡の内点解のみを考えるので, qi (xi; yi; xj ; yj) > 0かつ qj (xi; yi; xj ; yj) > 0を満






命題 6. qi (xi; xj; 0; yj) > 0を満たす (xi; xj; yj)に対して, 式 (4.3)のi(xi; xj; yi; yj)におい
て純利潤を最大化する yiは yi > 0である.
証明. クールノー均衡において, qj = 1=3 fa  2[c  xj   (xi   yi)] + [c  xi   (xj   yj)]g
である. よって, @qj=@yi =  2=3, @P=@qj =  1である. また, 仮定より qi > 0. したがっ
て, 戦略的効果は正の値をとる. S 0(yi) = yiなので S 0(0) = 0である. したがって, yi = 0
のとき, (@P=@qj)(@qj=@yi)qi   S 0(yi) > 0が成立する. よって命題 5より yi > 0でiは最
大値をとる.
4.3.3 最適な情報セキュリティ水準








i(xi; xj; yi; yj)
を解き, y^i(xi; xj; yj)を得る. したがって, 式 (4.3)の yiによる一階の条件を求めて yiについ
て解き,
y^i(xi; xj; yj) =
2
9   22 [(a  c)  2yj + (2  )xi   (1  2)xj] (4.4)
を得る.
i(xi; xj; yi; yj)は (xi; yi)に対して凹関数なので, @2i=@y2i < 0となる. よって, 9 22 >
0なので式 (4.4)より y^iは xiに対して増加関数とわかる. つまり研究開発水準が増加すると
きには, 最適な情報セキュリティ水準は増加する. これは情報セキュリティに対する企業の
一般的な感覚と整合的である.
情報セキュリティ水準と同様に, 最適な研究開発水準 x^i(yi; xj; yj)は最大化問題
max
xi0
i(xi; xj; yi; yj)
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の解である. よって xiによる一階の条件 @i=@xi = 0を求め, それを xiについて解き
x^i(yi; xj; yj) =
2(2  )
9  2(2  )2 [(a  c) + yi   2yj   (1  2)xj] (4.5)
を得る.
ここで u := 9  2(2  )2とおき, 式 (4.4)の xiに x^i(yi; xj; yj)を代入して, 競争相手の
投資行動のみを独立変数とした最適な情報セキュリティ水準
yOPTi (xj; yj) =
2
u  22 [a  c  (1  2)xj   2yj] (4.6)
を得る. 仮定 2により u 22 > 0なので,  = 0のとき yOPTi (xj; yj) = 0となり,  2 (0; 1]
のとき以下の命題を得る.
命題 7. 1. yOPTi (xj; yj)は yjに対して減少関数である.
2. yOPTi (xj; yj)は xjに対して,  < 1=2のとき減少関数であり,  > 1=2のとき増加関数
であり,  = 1=2のとき一定である.
証明は付録C.2参照の事.
両社の情報セキュリティ水準が戦略的代替の関係にあることを命題 7の 1 は示す. つま
り競争相手が情報セキュリティ投資 yjを増加させた場合, 自社の限界費用が増加するため,
粗利潤が減少する. しかしながら, この減少を補うために, 企業 iは自社の情報セキュリティ
投資を増やして粗利潤を増やすことは行わない. なぜなら, 9   22 > 0より, 投資費用の
係数が高いため, 自社の情報セキュリティ投資を増やした時, 粗利潤よりも投資費用のほう
が大きく増加するためである.
一方,命題 7の 2が示す自社の情報セキュリティ水準 yOPTi (xj; yj)と競争相手の研究開発水
準 xjとの戦略的関係は, 技術スピルオーバー の大きさに依存して変化する. yOPTi (xj; yj)
は式 (4.5)を式 (4.4) の xiに代入して得られる. よって, xj の変化が yOPTi (xj; yj)に及ぼす
効果は, xjの変化が直接的に y^i(xi; xj; yj)に及ぼす効果と, xjの変化が自社の研究開発水準
xiに及ぼす効果を介して間接的に y^i(xi; xj; yj)に及ぼす効果との 2つの効果の和からなる.
まず, xj の変化が直接的に y^i(xi; xj; yj)に及ぼす効果は, 式 (4.4)より  < 1=2のときに
は負の値をとり, 反対に  > 1=2のときには正の値をとる. 一方, xj の変化が x^i(yi; xj; yj)
を介して間接的に y^i(xi; xj; yj)に及ぼす効果は, 式 (4.5)より xj の変化が x^i(yi; xj; yj)に及
ぼす効果が,  < 1=2のときには負の値をとり, 反対に  > 1=2のときには正の値をとる.
このとき式 (4.4) より 2    > 0 なので, xj の変化が x^i(yi; xj; yj) を介して間接的に
y^i(x^i; xj; yj)に及ぼす効果もまた,  < 1=2のときには負の値をとり, 反対に  > 1=2の
ときには正の値をとる. よって直接的効果と間接的効果とが同符号になるので, これら 2つ
の効果の和である xj の変化が yOPTi (xj; yj)に及ぼす効果は,  < 1=2のときには負の値を
とり, 反対に  > 1=2のときには正の値をとる. したがって, xj の増加は,  < 1=2のとき
には自社の yOPTi を減少させ, 反対に  > 1=2のときには増加させる.
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つまり,  < 1=2ならば競争相手の研究開発水準 xj に対して自社の情報セキュリティ水




仮定 3.  > 2
9









2(2  )(1 + )a  9c .
以上の条件のもとで, 均衡における投資水準 (xi ; yi )を求める. なお,  = 0において上記
の条件を満たす均衡が存在しないため, これ以降は  2 (0; 1]とする. 実際には  = 0のと
き yi = 0であるため, これが分析に与える影響は少ない.
4つの一階の条件 @1=@x1 = 0および @1=@y1 = 0, @2=@x2 = 0, @2=@y2 = 0から得










(22 + 9)  2(2  )(1 + ) (4.8)
を得る.
ここで仮定1から仮定5までの5つの仮定を満たすならば,得られた投資水準の組 ((x1; y1); (x2; y2))
はゲームの均衡である. 証明は付録C.3参照の事.
5つの仮定のうちで, 外生的に与えられた あるいは の値に依存して, 他の仮定を包含
するものがある. 5つの仮定のうちで 3つの仮定が満たされることによってゲームの均衡は
成立する.
まず, 仮定 1と仮定 3とは  = 1=2のときを除いてそれぞれの右辺は異なる値をとり,
 < 1=2では仮定 1が仮定 3を包含して の制約として有効となり, 一方  > 1=2では仮定
3が仮定 1を包含して の制約として有効となる.
また仮定 2と仮定 4とは の大きさによってどちらか一方の条件が有効になる. 具体的
には  > 4(2  )=9の場合には仮定 4が =の制約として有効となり,  < 4(2  )=9の場
合には仮定 2が =の制約として有効となり,  = 4(2  )=9の場合にはどちらの仮定も同
値となる. この と との条件によって有効となる仮定の組み合わせを表 4.1にまとめる.
得られた (xi ; yi )から以下の命題を得る.
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表 4.1: と との条件によって有効となる仮定の組み合わせ.
条件  < 1=2  > 1=2
 > 4(2  )=9 仮定 1かつ仮定 4かつ仮定 5 仮定 3かつ仮定 4かつ仮定 5
 < 4(2  )=9 仮定 1かつ仮定 2 かつ仮定 5 仮定 2かつ仮定 3かつ仮定 5






情報セキュリティ水準と研究開発水準との間には, 均衡において式 (4.9)が成り立つ. し
たがって, 技術スピルオーバー  がより大きくなるほど, そして投資費用係数の比 =が小

















(22 + 9)  2(2  )(1 + ) (4.10)
を得る. 式 (4.10)右辺の分母は, 仮定 3により正なので @yi =@a > 0である. よって, 以下の
命題を得る.
命題 9. ゲームの均衡において yi は aの増加関数となる.
つまり, 市場規模の縮小によって収入や利潤が減少したとき, 情報セキュリティ投資も費








2(a  c)[(9   22)  2(2 + 2)]
[(22 + 9)  2(2  )(1 + )]2 (4.11)
を得る. 式 (4.11)の分母は正の値をとるので, 分子の符号に依存して @yi =@の符号は定ま
る. ここで以下を仮定する.
仮定 6.  > 2
9
(2 + 2)
この仮定は,  < 1=2のときに仮定 3に包含され,  > 1=2のときに仮定 3を包含する関





9  2(2 + 2)
とおくと,  > ^のときには @yi =@ > 0となり,  = ^のときには @yi =@ = 0となり,  < ^
のときには @yi =@ < 0となる.
よって以下の命題を得る.
命題 10. ゲームの均衡において  > ^のときには yi は の増加関数であり,  < ^のとき















を得る. 上記の式より, 技術スピルオーバー の変化が自社の情報セキュリティ水準 yi に
及ぼす効果は, 自社の研究開発水準 xi による効果と技術スピルオーバー の変化が自社の
研究開発水準 xi に及ぼす効果との和であることがわかる.




=  2(a  c)f[9  2(2  )
2] + 2(4  )g
f[9  2(2  )(1 + )] + 22g2 < 0;
となり負の値をとる.
よって, これら正負 2つの効果の和が正ならば技術スピルオーバー の増加は yi を増加





バー  が増加するようなときに, 企業は情報セキュリティ水準を高める誘因があると言え
る. したがって, 情報拡散の危険度が高くなるとき, それに備えて情報セキュリティ投資を
増やすべきであるというはじめにで述べた直感は, 情報セキュリティ投資の費用係数が十
分に大きい場合に限り正しいことがわかる.
また, 企業の行動を変化させる費用係数の臨界値 ^は, 研究開発投資の費用係数 を所与
としたときに, 技術スピルオーバーが最大となるとき ( = 1)に最大の値をとる.
一方, 技術スピルオーバー を所与としたときに が大きくなるにつれて臨界値は小さ






命題 9および命題 10から, 市場規模の縮小と技術スピルオーバーの増加とが同時に発生
する場合の, yi の変化について以下の系を得る.
系 2. aが減少し が増加するとき, もし   ^ならば yi は減少する. もし  > ^ならば, a
の減少による yi の減少分と の増加による yi の増加分との合計の符号に yi の増減はした
がう.
まず情報セキュリティ投資の費用係数 が十分に低い場合には, 市場規模の縮小に対して




















そこで情報セキュリティ水準が 0のときの研究開発水準 xNi と xi とを比較する. 式 (4.3)




9  2(2  )(1 + )
となる2. これより以下の命題を得る.




式 (4.5)をみると, 競争相手企業の戦略 (xj; yj)を所与とした場合には, 最適な研究開発水
準 x^i(yi; xj; yj)は自社の情報セキュリティ水準 yiとともに増加する. これは, 情報セキュリ
ティ投資が増加すると, 研究開発投資への誘因も高まることを意味する.
実際, 自社の情報セキュリティ水準が高まり, 情報が競争相手に流出する水準が低くなる
と, 自社の研究開発水準が上昇することへの違和感はない. しかしながら, 対称なゲームの
均衡においては, 自社の情報セキュリティ水準 yiと競争相手の情報セキュリティ水準 yjと
の両方の変化を考えなければならないので, 上記の直観は成り立たない.
これは式 (4.5)より, x^i(yi; xj; yj)が, 自社の情報セキュリティ投資から yiの効果を受け,
競争相手の情報セキュリティ投資から 2yjの効果を受けることからわかる. したがって,
対称なゲームの均衡においては両社の情報セキュリティ水準が等しく yi = yj となるので,
両社の情報セキュリティ水準が自社の研究開発水準 xi に及ぼす効果の和は yj (=  yi )










2これは, d'Aspremont and Jacquemin (1988)による研究開発競争の場合の最適な研究開発水準と同等で
ある. 肩付き文字のN は, no-investment in information security を意味する.
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また, 費用係数 と とを所与とすると, 技術スピルオーバーが多くなるにしたがって,
情報セキュリティ投資を行なう場合と行なわない場合とで, それぞれのゲームの均衡での
研究開発水準の差は大きくなる. 図 4.1は, a = 100, c = 50,  = 3,  = 3のとき, xi と xNi
をグラフで表したものである.
図 4.1: に対する xi と xNi . a = 100, c = 50,  = 3,  = 3.
4.7 おわりに
本章では, 研究開発投資と情報セキュリティ投資とを同時に行うときの企業の最適な投






した. 一方, 競争相手の研究開発水準の増加は, 技術スピルオーバーが大きいときには自社
の情報セキュリティ水準を増加させ, 技術スピルオーバーが小さいときには反対に自社の
情報セキュリティ水準を減少させることを示して, この戦略的関係は技術スピルオーバー
































本論文によって得られた主要な結果は以下の 6点である. まず第一に, d'Aspremont and
Jacquemin (1988)について均衡が存在する外生変数の領域を示して, 先行研究は分析の過






明らかにした. 一方, 競争相手の研究開発水準の増加は, 技術スピルオーバーが大きいとき
には自社の情報セキュリティ水準を増加させ, 技術スピルオーバーが小さいときには反対
に自社の情報セキュリティ水準を減少させることを示して, この戦略的関係は技術スピル
オーバーの大きさに依存することを明らかにした. 第五に, ゲームの均衡において, 逆需要
関数が上へシフトするとき情報セキュリティ水準が増加することを示した. また, 均衡にお
いて技術の拡散の可能性が高まるとき, 情報セキュリティ投資の投資費用が大きいときに
限って, 情報セキュリティ水準が増加することを明らかにした. 第六に, 均衡において各企
業が情報セキュリティ投資を行わないとコミットした場合には, 各企業が情報セキュリティ
投資を行う場合よりも企業の研究開発水準が高くなることを示した.


















A.1 戦略的効果の前半部分が@i=@qj < 0となることの確認

























Require:  2 [0; 1]; c > 0
1: step 0:1
2: for x^j = 0 to c= do
3: NCi  0
4: xNCi  0
5: for xi = 0 to x
NC4
i (x^j) do
6: if c  xi   x^j > 0 and c  xj   xi > 0 then
7: i  1
9
[a  2(c  xi   xj) + (c  xj   xi)]2   1
2
x2i
8: else if c  xi   x^j > 0 and c  xj   xi  0 then
9: i  1
9




11: i  1
9




13: if NCi < i then
14: NCi  i
15: xNCi  xi
16: end if
17: xi  xi + step
18: end for
19: RNCi (x^j) = x
NC
i

















jAj = (3   2

















jAj = [2(1  )

















B.3 命題1, 2の含意 (2)の証明












となるので, 研究開発競争時に  > 1=2では, ゲームの均衡は内点均衡になる.










となるので, 研究開発協力時に  > 1=2では, ゲームの均衡は端点均衡になる.
B.4 命題4の証明
証明. 対称な端点均衡の値が対称な内点均衡の値より大きくなることを示すためには, 式













  (xi + xj) =
2c
1 + 






































とする. このときiが (xi; yi)に対して凹関数であるためには,
@2i
@y2i








仮定 2より  > 22=uなので
2
9












となり, @2i=@y2i < 0は成立する.
つぎに,




となる. 仮定 2より u > 22なので, jHj > 0が成立する. 以上より, iは (xi; yi)に対し
て凹関数である.
1Novshek (1993); Simon and Blume (1994)に詳しい.
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C.2 命題7の証明
証明. まず, 命題 7の 1を証明する. yOPTi (xj; yj)を yjで偏微分して,
@yOPTi
@yj
(xj; yj) =   4
2
u  22 =  
42
(9   22)  2(2  )2
を得る. 仮定 2 を再整理すると (9   22)   2(2   )2 > 0となる. よって, この式は
 2 (0; 1]で負の値をとる. したがって命題 7の 1は成り立つ.
つぎに命題 7の 2を証明する. yOPTi (xj; yj)を xjで偏微分して,
@yOPTi
@xj
(xj; yj) =   2
u  22(1  2) =  
2
(9   22)  2(2  )2 (1  2)
を得る. 2=(u   22) > 0なので, この式の符号は 1   2 に依存する. したがって
 2 (0; 1]でこの式の値は,  < 1=2のとき負となり,  > 1=2のとき正となり,  = 1=2の








証明. iが xi; yiに対して凹関数であることにより (x1; y1)と (x2; y2)とは最適反応である.
よって ((x1; y1); (x2; y2))がゲームの均衡であるためには,  2 (0; 1]において 0 < yi < xi
と c  xi   (xj   yj ) > 0とが成り立つことを示せば良い.




である. mはm = 22+[9 2(2 )(1+)]と書ける. 仮定3より9 2(2 )(1+) > 0
なのでm > 0である. よって  2 (0; 1]で yi > 0となる. したがって  2 (0; 1]において
yi > 0が成り立つ.
つぎに yi  xi となることを示す. これは xi   yi  0と等価なので
xi   yi =
2(2  )(a  c)  2(a  c)
m
=
2(a  c)[(2  )   ]
m
となり, 仮定 4より (2   )  なので xi   yi  0となる, よって yi  xi が成り立つ.
以上より 0 < yi  xi が成り立つ.
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つぎに, c xi  (xj  yj ) > 0を示す. いまxi = xjなので, この不等式は c  (1+)xi +
yj > 0と書ける. この式の左辺の xi と yj とに式 (4.7)と式 (4.8)とを代入すると,
c  (1 + )xi + yj
= c  1
m



















22  2(2  )(1 + ) a	






22  2(2  )(1 + ) a	 > 0
となり c  xi   (xj   yj ) > 0が成り立つ. よって, ((x1; y1); (x2; y2))はゲームの均衡であ
るといえる.
なお, d'Aspremont and Jacquemin (1988)の解が均衡であるための十分条件は河重 (2013)
を参照のこと.
C.4 命題11 の証明
証明. xNi > xi を示す. xi は
xi =
2(2  )(a  c)








9  2(2  )(1 + )
であり 22= > 0である. よって, xNi の分母は xi の分母よりも小さな値となる. したがっ
て, xNi > xi となり命題 11は成立する.
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